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　歳出を目的別に見ると、グラフのようになりますが、

性質別に見ると、義務的経費の内、人件費が給与カット

の１％緩和 （平均６．８％ カ ッ ト→５．８％ カ ッ ト） 等により、対

前年度６，４９７万５千円 （１．５％） の増、公債費は、公的資金

補償金免除繰上償還 （１億０，５４７万１千円） を実施するため、

対前年度２，４１７万４千円 （１．９％） の増、消費的経費は、戸

籍電算化委託費や衆議院選挙費による増、南豆衛生プラ

ント組合負担金や下田地区消防組合負担金の増により、

対前年度１億０，１０２万２千円 （４．８％） の増、投資的経費は、

焼却炉改良事業及び下田中学校屋内運動場 （屋根） 改修工

事の終了もあり、対前年度５億２，７２６万１千円 （６３．６％） の

減、繰出金は、公的資金補償金免除繰上償還による利子

軽減により下水道事業への繰出金の減に伴い、対前年度

３，６７９万４千円 （２．９％） の減となりました。

　歳入のうち、減額となった主なものは、�固定資産税

の評価替えによる減額及び個人・法人市民税ともに景気

悪化が大きく影響する見込みに伴い、市税が対前年度

９，４７９万１千円 （２．９％） の減、�自動車、住宅等個人消費の

落ち込みに伴い、地方消費税交付金が対前年度６，０００万

円 （２１．４％） の減、�原資となる国税５税 （所得税・法人

税・酒税・消費税・たばこ税） の減額見込みに伴い、地方

交付税が対前年度６，０００万円 （２．４％） の減、�ごみ焼却炉

改良事業 （２０年度市債発行３億４，４３０万円） の終了に伴い、

市債が対前年度１億８，７４０万円 （２８．１％） の減となりま

した。一方、増額となった主なものは、財政調整基金

 （５，６６９万１千円） と減債基金 （４，２６７万円） の取り崩しに伴

い、繰入金が対前年度４，３７２万６千円 （５９．７％） の増となっ

ています。
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市税
32億0,454万円
39.0％

地方交付税
24億0,000万円
29.3％

国庫支出金
6億4,988万円
7.9％

県支出金
4億9,072万円
6.0％

市債
4億7,960万円
5.8％

地方消費税交付金
2億2,000万円
2.7％

使用料及び手数料
1億6,464万円
2.0％

分担金及び負担金
1億4,774万円
1.8％

その他
4億4,888万円
5.5％

歳入

民生費
24億8,283万円
30.3％

公債費
12億9,277万円
15.8％

衛生費
7億4,994万円
9.1％

総務費
11億5,193万円
14.0％

土木費
10億1,595万円
12.4％

教育費
5億4,410万円
6.6％

消防費
4億4,455万円
5.4％

農林水産業費
2億1,771万円
2.6％

商工費
1億6,843万円
2.1％

議会費
1億0,778万円
1.3％

予備費
3,000万円
0.4％

災害復旧費
1万円
0.0％

歳出
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●
水
産
物
の
生
産
及
び
流
通
機
能

の
強
化
を
図
る
た
め
、
須
崎
漁
港

及
び
白
浜
漁
港
（
板
戸
地
区
）
水

産
基
盤
整
備
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

須
崎
漁
港
水
産
基
盤
整
備
事
業（
第

二
岸
壁
方
塊
ブ
ロ
ッ
ク
据
付
）

 

８
７
６
７
万
８
千
円

白
浜
漁
港
（
板
戸
地
区
）
水
産
基

盤
整
備
事
業（
物
揚
場
方
塊
ブ
ロ
ッ

ク
据
付
等
） 

２
４
０
５
万
３
千
円

●
「
下
田
ま
ち
遺
産
」
を
未
来
に

残
し
て
い
く
た
め
、
平
成　

年
度

２０

に
引
き
続
き
、
景
観
計
画
の
策
定

及
び
景
観
条
例
の
制
定
を
市
民
と

協
働
し
て
進
め
て
い
き
ま
す
。

景
観
計
画
策
定
推
進
事
業
（
景
観

計
画
策
定
委
託
等
）

 

２
９
６
万
１
千
円

●
吉
佐
美
地
区
ほ
場
内
の
水
不
足

解
消
の
た
め
、
大
賀
茂
川
吉
佐
美

頭
首
工
の
改
修
工
事
の
事
前
調
査

を
実
施
し
ま
す
。

農
用
施
設
維
持
管
理
事
業
（
静
岡

県
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会
負

担
金
等
） 

２
６
３
万
８
千
円

●
高
校
、
地
域
、
交
通
事
業
者
、

行
政
が
連
携
し
、
周
辺
地
域
住
民

の
生
活
や
、
通
勤
・
通
学
の
交
通

環
境
改
善
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

下
田
高
校
周
辺
地
域
交
通
環
境
整

備
事
業
（
市
道
安
全
対
策
工
事
）

 

３
０
０
万
円

●
古
紙
類
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
の
建

設
を
進
め
、
効
率
的
で
安
全
な
ご

み
収
集
・
処
理
に
努
め
ま
す
。

☆
古
紙
類
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
建
設

事
業 

１
０
５
６
万
３
千
円

●
同
報
無
線
を
使
用
し
た
市
民
へ

の
迅
速
か
つ
正
確
な
情
報
の
提
供

に
努
め
、
行
政
無
線
や
パ
ソ
コ
ン

等
の
情
報
伝
達
関
連
機
器
の
充
実

を
図
っ
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
備

蓄
食
糧
や
自
主
防
災
組
織
の
備
品

の
整
備
を
強
化
し
、
災
害
発
生
時

の
広
域
救
護
活
動
の
充
実
を
図
っ

て
い
き
ま
す
。

地
域
防
災
対
策
総
務
事
務（
ス
ク
ー

ル
モ
デ
ル
事
業
、
同
報
・
行
政
無

線
等
） 

１
５
３
９
万
円

地
域
防
災
組
織
育
成
事
業
（
自
主

防
災
会
活
性
化
事
業
補
助
金
等
）

 

２
２
３
万
３
千
円

●
災
害
発
生
時
に
自
力
で
避
難
が

で
き
な
い
人
に
対
し
、
支
援
が
で

き
る
新
た
な
体
制
づ
く
り
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

災
害
時
要
援
護
者
支
援
対
策
事
業

 

　

万
５
千
円

２６

●
消
防
、 救
急
体
制
の
充
実
を
組
合

消
防
と
と
も
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

☆
下
田
地
区
消
防
組
合
負
担
事
務

 （
下
田
地
区
消
防
組
合
負
担
金
・
指

令
施
設
整
備
等
）

 

３
億
８
６
６
６
万
３
千
円

●
賀
茂
支
部
消
防
査
閲
大
会
へ
の

出
場
や
普
通
救
命
講
習
、
水
防
訓

練
等
を
実
施
し
消
防
団
活
動
の
充

実
を
図
る
と
と
も
に
第
三
分
団
の

小
型
ポ
ン
プ
の
更
新
を
行
い
、
消

防
力
の
充
実
強
化
を
図
り
ま
す
。

消
防
団
活
動
推
進
事
業
（
積
載
車

用
小
型
ポ
ン
プ
）

 

４
７
９
８
万
１
千
円

●
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害

防
止
の
た
め
市
内
４
箇
所
で
急
傾

斜
地
対
策
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

急
傾
斜
地
対
策
事
業 （
崩
壊
対
策
事

業
負
担
金
４
箇
所
） 

７
０
０
万
円

●
「
Ｔ
Ｏ
Ｕ
Ｋ
Ａ
Ｉ （
東
海
・
倒

壊
） ―
０
」
制
度
を
活
用
し
、
県
と

一
体
と
な
っ
て
住
宅
の
耐
震
化
を

進
め
ま
す
。

住
宅
改
修
建
替
支
援
事
業

 

１
５
３
万
８
千
円

●
平
成　

年
度
か
ら
小
学
校
で
新

２３

た
に
外
国
語
活
動
の
導
入
が
決
定

さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
地
域
の
人

材
活
用
に
よ
る
英
語
指
導
助
手
を

新
た
に
配
置
し
ま
す
。

事
務
局
総
務
事
務
（
外
国
語
指
導

助
手
謝
礼
、
児
童
生
徒
対
外
派
遣

費
補
助
等
） 

８
８
１
万
円

●
不
登
校
状
態
に
あ
る
個
々
の
児

童
・
生
徒
に
応
じ
た
学
習
支
援
や

自
立
支
援
を
継
続
し
、
学
校
復
帰

及
び
不
登
校
の
未
然
防
止
に
努
め

ま
す
。
児
童
・
生
徒
適
応
指
導
事
業
（
不

登
校
児
童
自
立
支
援
）

 

２
６
４
万
９
千
円

●
特
別
支
援
教
育
を
推
進
す
る
た

め
専
門
的
知
識
を
有
す
る
臨
床
心

理
士
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
を
維

持
す
る
と
と
も
に
、
日
々
の
生
活

や
学
習
を
支
援
す
る
支
援
員
を
配

置
し
、適
正
な
対
応
に
努
め
ま
す
。

特
別
支
援
教
育
体
制
推
進
事
業

 （
軽
度
発
達
障
害
児
童
相
談
支
援
）

 

３
５
２
万
９
千
円

●
学
校
の
安
全
管
理
の
取
組
の
一

環
と
し
て
、全
小
学
校
に
Ａ
Ｅ
Ｄ（
自

動
体
外
式
除
細
動
器
）
を
設
置
し

ま
す
。
☆
小
学
校
管
理
事
業
（
Ａ
Ｅ
Ｄ
自

動
対
外
式
除
細
動
器
購
入
等
）

 

３
０
５
万
２
千
円

稲
生
沢
小
学
校
ア
ス
ベ
ス
ト
撤
去

事
業 

２
０
０
万
円

●
放
課
後
の
子
ど
も
た
ち
の
適
切

な
遊
び
や
生
活
の
場
を
確
保
し
、

学
習
や
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
活
動
、

地
域
住
民
と
の
交
流
活
動
等
が
可

能
と
な
る
、
新
た
な
「
放
課
後
子

ど
も
教
室
」
の
開
設
を
進
め
て
い

き
ま
す
。

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業（
運

営
委
員
会
推
進
） 

　

万
８
千
円

２２

※
事
業
費
は
職
員
人
件
費
を
控
除

し
た
額
を
計
上
し
て
あ
る
た
め
、

予
算
書
記
載
の
事
業
費
と
は
異
な

り
ま
す
。
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